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平成 28年度 年度計画にかかる事業報告書 大項目評価（案） 

 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 

評価結果  Ａ（順調に進んでいる） 

 

 評価結果 

 

Ｓ 

特に評価すべき

進捗状況 

Ａ 

順調に進んでい

る 

Ｂ 

おおむね順調に

進んでいる 

Ｃ 

やや遅れている 

Ｄ 

大幅に遅れてい

る 

 ※Ａ＝小項目において全ての項目の評価が３～５ 

 

小項目評価の集計結果（評価した項目数） 

項     目 
評価 

項目数 

ウェイ

トを考

慮した

項目数 

小項目評価 

5 4 3 2 1 

１ 市民病院としての役割の発揮 3 6  4 2   

２ 高度医療及び専門医療の充実並びに医療

水準向上への貢献 
4 6  3 3   

３ 安全で質の高い医療を提供する体制の維    

持 
3 5   5   

４ 市民及び患者とともに築くやさしい病院 2 3   3   

５ 地域医療連携の推進 2 3   3   

      合      計 14 23  7 16   

  

評価判断理由 

救急医療において，中央市民病院では第２救急病棟を開設し，神戸市全域の基幹病院・救命救

急センターとして引き続き，「断らない救急」を継続し，また，厚生労働省が実施する「平成 28

年度全国救命救急センター評価」※１においても，総合評価で３年連続全国１位となるなど，救急

受入体制の充実を図った。また，西市民病院においても，24時間救急医療の提供を着実に継続し，

市民病院としての使命を果たした。 

災害医療において，中央市民病院は災害拠点病院として，西市民病院は「神戸市災害対応病院」
※２として，災害訓練等を継続し，市・県及び地域医療機関とも連携を図れるよう体制強化を図っ

たことに加え，４月に発生した熊本地震において，中央市民病院から災害時派遣医療チーム（Ｄ

ＭＡＴ）※３を被災地へ派遣するなど，両病院とも被災患者への支援を行った。 

高度・専門医療においては，中央市民病院では手術支援ロボット「ダヴィンチ」や「ＴＡＶＩ

（経カテーテル大動脈弁治療）」などによる高度・専門医療の提供や，がんセンターの拡充による

高度ながん治療に取り組むともに，精神科身体合併症病棟（ＭＰＵ）※４を開設し，身体合併症の

受け入れにも取り組んだ。また，西市民病院においても手術支援ロボット「ダヴィンチ」を活用

し，内視鏡による手術に取り組み，患者の負担軽減を図った。 

臨床研究及び治験の推進では，中央市民病院において，大阪大学，京都大学ｉＰＳ細胞研究所

及び理化学研究所と他人のｉＰＳ細胞を用いた網膜色素上皮細胞移植の臨床研究※５を行う体制

を発足し，３月には第１例目の移植手術を実施した。 

その他にも，インシデント報告件数を増加させる取り組みなどによる医療安全対策への向上や，

コンプライアンス徹底の継続，地域医療機関との連携による紹介率・逆紹介率の向上などにも取

り組むなど，市民病院としての役割を果たしており，すべての項目で年度計画を着実に実施して

いると判断した。 

資料２ 
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その他評価委員からの意見 

１ 市民病院としての役割の発揮 

・中央市民病院の救急医療について、年間 1 万件近くの救急車を受け入れてなお、高い応需率

を維持していることは評価に値する。 

・働き方改革で医師の労働時間が制限されて一番大きな影響を受けるのは救急。各病院がそれ

ぞれ救急を受けるかたちからシステムを変更する必要が出てくるのではないか。 

・西市民病院の救急患者数が減少していることについて、原因が外部環境の問題なのか、それ

とも院内の体制の問題なのかをきっちりと分析することが重要である。 

２ 安全で質の高い医療を提供する体制の維持 

 ・先端医療センターの統合により、臨床研究機能等を中央市民病院が継承するとのことであ   

    るが、中央市民病院にとって負担となることはないか。 

３ 安全で質の高い医療を提供する体制の維持 

・インシデント報告件数が増えているが、病院の規模からすると、依然として物足りなく、今

後も医療安全文化の醸成に引き続き取り組む必要がある。 

・医療事故調査制度に基づく報告については、医療者の理解促進も必要である。 

・中央市民病院の病床利用率は約 94％と高率で、職員はおそらく多忙を極めていると考える。

医療安全面でもこの状態は注視する必要があるのではないか。 

５ 地域医療連携の推進 

・地域包括ケアの推進という観点から、地域の医療関係者や介護関係者等に対しても、市民病

院としての方向性を示していく必要がある。 

 

※１ 全国救命救急センター評価 

平成 11年度から救命救急センター全体のレベルアップを図ることを目的として実施されており，診療体制や患者受入実績

等に関する報告に基づき，点数化された評価。 

※２ 神戸市災害対応病院 

県が指定する災害時に被災患者の受入・治療や救護班の派遣等を行う災害拠点病院に準じ，市が設置する救護所への備蓄

医薬品や衛生資材等の提供，避難所・福祉避難所への医療提供などの役割を担う病院。 

※３ 災害時派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）（Disaster Medical Assistance Team） 

災害急性期（災害発生後 48時間以内）における被災地での医療の確保を図るため，救出・救助部門と合同して可及的速や

かに活動するためのトレーニングを受けた医療チーム。 

※４ 精神科身体合併症病棟（ＭＰＵ）（Medical Psychiatry Unit） 

主に薬物中毒患者，自傷による身体損傷を負った患者，自殺企図患者等，精神疾患とともに身体疾病の治療を行う専門病棟。 

※５ 臨床研究 

治療方法の改善や病気の原因の解明，患者の生活の質の向上などのために行う医学研究。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

評価結果  Ａ（順調に進んでいる） 

 

 評価結果 

 

Ｓ 

特に評価すべき

進捗状況 

Ａ 

順調に進んでい

る 

Ｂ 

おおむね順調に

進んでいる 

Ｃ 

やや遅れている 

Ｄ 

大幅に遅れてい

る 

 ※Ａ＝小項目において全ての項目の評価が３～５ 

 

小項目評価の集計結果（評価した項目数） 

項     目 
評価 

項目数 

ウェイ

トを考

慮した

項目数 

小項目評価 

5 4 3 2 1 

１ 優れた専門職の確保と人材育成 3 5   5   

２ 働きやすくやりがいの持てる環境づくり 2 2   2   

      合      計 5 7   7   

 

評価判断理由 

人材確保・育成面として，合同就職説明会への参加や神戸市看護大学との連携強化による看護

職員の確保に取り組むなど優れた専門職の確保に努めた。また，資格取得支援制度や研究休職制

度等の継続や，各階層別研修の実施などによる職員の人材育成にも努めた。 

さらに，医師の人事・給与制度を再構築するため，４月より医師について人事評価制度を試行

実施，また，医師以外の職種については本格実施するとともに，中央市民病院では病児保育室※１

の運用開始および院内保育所の定員拡大，西市民病院では院内での保育所開設に向けた検討を行

うなど働きやすい環境整備にも努めており，すべての項目で年度計画を着実に実施していると判

断した。 

 

その他評価委員からの意見 

２ 働きやすくやりがいの持てる環境づくり 

 ・絶対評価で行う人事評価は、昇給・昇任が別途必要となり負担が大きい。一方、相対評価は 

  評価自体が難しい。医師の人事評価を本格実施する際にはどのように評価するのか。 

 ・（年功序列の給与体系において）若年の退職者の割合が多いというのであれば、改善するべ 

  きである。 

 

※１ 病児保育室 

入院するほどではないが，保育園で集団生活をするには困難な疾患中あるいは疾患回復期の乳幼児及び児童を対象として

預かることを目的として設置された保育室。
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第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

評価結果  Ａ（順調に進んでいる） 

 

 評価結果 

 

Ｓ 

特に評価すべき

進捗状況 

Ａ 

順調に進んでい

る 

Ｂ 

おおむね順調に

進んでいる 

Ｃ 

やや遅れている 

Ｄ 

大幅に遅れてい

る 

 ※Ａ＝小項目において全ての項目の評価が３～５ 

 

小項目評価の集計結果（評価した項目数） 

項     目 
評価 

項目数 

ウェイ

トを考

慮した

項目数 

小項目評価 

5 4 3 2 1 

１ 安定的な経営基盤の維持  3 6   6   

２ 質の高い経営ができる病院づくり 3 4   4   

      合      計 6 10   10   

 

評価判断理由 

医療を取り巻く環境が厳しさを増す中，消費税負担による影響及び給与費の増加，高度医療の

提供等による費用の増加や医師の異動等による患者数の減少などによって，平成 28年度の経常損

益は，昨年度に続き赤字となったが，常任理事会や理事会における決算報告や経営分析，院長に

よる部門別のヒアリングの継続実施などによるガバナンスの強化や役員研修会の実施など，全職

員に対する組織目標の共有化や経営への意識向上を図った。 

また，両病院ともに，平成 28 年度診療報酬改定を踏まえた新たな加算の取得や，ＤＰＣ※１入

院期間を意識した病床運営に取り組むとともに，診療材料について価格交渉を行うなど費用の縮

減にも取り組み，経営改善に向けた様々な努力を行った。 

今後も，市民病院としても役割を継続的に果たすため，なお一層の取り組みを行っていく必要

はあるが，上記のように，様々な項目における法人一丸となった経営努力については認められる

ことから，すべての項目で年度計画を着実に実施していると判断した。 
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その他評価委員からの意見 

１ 安定的な経営基盤の維持 

 ・職員を一度雇用してしまうと、後で体制を減らすことは困難。人材の流動性を病院で持たな

いといくらでも人件費が高まることになる。 

 ・消費税の引き上げに伴う対策を検討しておく必要がある。 

 ・経常収支が赤字ではあったが、救急医療の提供をはじめとして、これほどの診療実績を出し 

  ており、病院としての役割を果たしていることからも、自己評価「３」に特に異論はない。 

 ・中央市民病院の入院患者あたりの収益が高く、しかも病床利用率が 94%程度と高率であり、

どこに赤字が生じる原因があるのか。 

 ・当初の人員計画と実際の人員配置とで大きな乖離があることについて、しっかりとした原因

分析をしておかなければならない。 

 ・中央市民病院の収益性が低下してきている以上、西市民病院においても、より稼働率を向上

させ、西市民病院単独でも黒字化できるよう経営努力をするべきである。 

 ・年度評価としては、特に大きな問題はないと判断するが、中長期的な視点から見れば、懸念

材料が徐々に目立ってきたと言える。 

 ・人事院勧告による給与改定や消費税の補てん不足がどの程度なのかを試算した上で、予算組

みするべきであり、その点も考慮した上で黒字を確保するべきではないか。一般企業におい

ては、当然そのあたりのリスクヘッジもしており、（人事院勧告に基づく給与改定について）

確実性が高いにもかかわらず、対策を講じないことは疑問である。 

２ 質の高い経営ができる病院づくり 

 ・事務局について、従来通りの組織にとらわれるのではなく、組織の在り方について再考する  

  必要がある。 

 ・縦割りになっているところに関しては、問題意識を共有して、横の連携を密にしていく必要 

  がある。 

 ・看護師をはじめとする医療職については、医療必要度、看護必要度に合わせた人員配置が必 

  要であり、そういったことも勘案した組織配置を検討する必要がある。 

 ・評価委員会の評価を役員報酬には反映していないとのことだが、評価結果はどのように機構 

  の運営に活かされているのか。 

 ・今後、ガバナンスという概念を意識した病院経営を考えていく必要がある。 

 ・中央市民病院の損益構造を見ると高固定費構造になっており、今後投資をしていくにしても 

   よりシビアに判断していく必要がある。 

 

※１ ＤＰＣ（Diagnosis Procedure Combination ・診断群分類別包括評価） 

従来の診療行為ごとに料金を計算する「出来高払い」診療報酬請求方式とは異なり，入院患者の医療資源を最も投入した

病気とその病状・治療行為をもとに厚生労働省が定めた１日当たりの金額からなる包括評価部分（投薬，注射，処置，入院

料等）と出来高評価部分（手術，麻酔，リハビリ，指導料等）を組み合わせて計算する請求方式のこと。 
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第４ その他業務運営に関する重要事項を達成するためにとるべき措置 

 

評価結果  Ａ（順調に進んでいる） 

 

 評価結果 

 

Ｓ 

特に評価すべき

進捗状況 

Ａ 

順調に進んでい

る 

Ｂ 

おおむね順調に

進んでいる 

Ｃ 

やや遅れている 

Ｄ 

大幅に遅れてい

る 

 ※Ａ＝小項目において全ての項目の評価が３～５ 

 

小項目評価の集計結果（評価した項目数） 

項     目 
評価 

項目数 

ウェイ

トを考

慮した

項目数 

小項目評価 

5 4 3 2 1 

１ 中央市民病院におけるＰＦＩ事業の円滑

な推進 
1 1   1   

２ 市関連病院との連携 1 2   2   

３ 神戸医療産業都市における役割 1 1   1   

      合      計 3 4   4   

 

評価判断理由 

ＰＦＩ事業に関し，業務実施状況の確認や改善によって円滑な運営を図るとともに，これまで

の実施状況を踏まえ，ＰＦＩ事業導入後５年間の検証を開始した。 

市関連病院とは，医療機能に応じた患者の紹介・逆紹介を行うとともに，連携会議等について

も積極的に行い，病院間の連携を推進した。さらに，西神戸医療センターの運営をはじめとする

一般財団法人神戸市地域医療振興財団事業の円滑な移管に向け，課題整理など必要な準備を進め，

平成 29年４月１日に事業移管を行った。 

また，神戸医療産業都市における役割として，中央市民病院において，大阪大学，京都大学ｉ

ＰＳ細胞研究所及び理化学研究所と他人のｉＰＳ細胞を用いた網膜色素上皮細胞移植の臨床研究
※５を行う体制を発足し，３月には第１例目の移植手術を実施（再掲）するとともに，近隣の医療

機関とも定期的な連携会議を継続開催し，メディカルクラスター※１の臨床部門における役割を果

たす等，すべての項目で年度計画を着実に実施していると判断した。 

 

その他評価委員からの意見 

特になし 

 

※１ メディカルクラスター 

神戸市立医療センター中央市民病院を中心に，高度な医療の提供を目指す病院等がひとつの場所に集積・連携することに

より，市民への高度な医療サービスの提供，事業者等の新たな事業機会の創出，さらには国際貢献を行うことを目指して設

置されたもの。 

 

 


